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第　　　回 
定時株主総会招集ご通知

証券コード：3489

株式会社フェイスネットワーク

※ 新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、株
主総会当日のご来場はお控えいただき、書面また
はインターネットによる事前の議決権行使をいた
だきますようお願い申し上げます。

※ 本年は、開催場所を変更しております。最終頁の「株主総会
会場ご案内図」をご参照いただき、お間違えのないようお
願い申し上げます。
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2021年６月７日
　

株 主 各 位
東京都渋谷区千駄ヶ谷三丁目２番１号

株式会社フェイスネットワーク
代表取締役社長 蜂 谷 二 郎

　
第20回定時株主総会招集ご通知

　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第20回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し
上げます。
　本株主総会では、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、株主総会当日の
ご来場はお控えいただきますようお願い申し上げます。お手数ながら、後記の株主
総会参考書類をご検討いただき、2021年６月24日（木曜日）午後６時までに３頁
の「議決権行使についてのご案内」をご参照のうえ、インターネットまたは書面に
より議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。

敬 具
記

１. 日 時 2021年６月25日（金曜日）午前10時（受付開始：午前９時30分）
２. 場 所 東京都渋谷区神宮前五丁目31番

ＴＲＵＮＫ(ＨＯＴＥＬ)（トランクホテル）２階 ＫＥＹＡＫＩ
※本年は開催場所を変更しております。最終頁の「株主総会会場ご案内図」を
ご参照下さい。また、席数に限りがございますのでご入場をお断りする場合が
ございます。予めご了承のほど、よろしくお願い申し上げます。

３. 目 的 事 項
報 告 事 項 第20期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）事業報告及び計算書類

の内容報告の件
決 議 事 項
第１号議案 　定款一部変更の件
第２号議案 　監査等委員でない取締役３名選任の件
第３号議案 　監査等委員である取締役４名選任の件
第４号議案 　監査等委員でない取締役の報酬額決定の件
第５号議案 　監査等委員でない取締役に対する譲渡制限付株式の付与のための報酬決定の件
第６号議案 　監査等委員である取締役の報酬額決定の件
第７号議案 　会計監査人選任の件
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以 上
　

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席される場合は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い
申し上げます。
◎本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、事業報告の「会社の体制および方針」、「株主資本等変動計算
書」及び「計算書類の個別注記表」につきましては法令及び定款第18条の規定に基づき、インターネット上の
当社ウェブサイト(https://faithnetwork.co.jp/ir/irnews/)に掲載しておりますので、本招集ご通知には掲載
しておりません。
◎株主総会参考書類並びに事業報告及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト
（https://faithnetwork.co.jp/ir/irnews/）に掲載させていただきます。
◎なお、ご出席の株主様へのお土産のご用意はございません。何卒ご理解いただきますようお願い申し上げま
す。

＜新型コロナウイルス感染予防に関するお知らせ＞
　株主の皆様の新型コロナウイルス感染リスクを避けるため、本年は可能な限り、
議決権の事前行使をお願い申し上げます。
　本株主総会の議事は、例年より時間を短縮して行う予定です。また、株主様から
のご質問、ご発言を制限させていただく場合がございますので、ご了承くださいま
すようお願い申し上げます。
　今後の状況により株主総会の運営に大きな変更が生ずる場合は、下記ウェブサイ
トにおいてお知らせいたします。
https://faithnetwork.co.jp/ir/irnews/

2021年05月24日 21時17分 $FOLDER; 3ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



3

議決権行使についてのご案内

議決権は、以下の３つの方法により行使いただくことができます。

インターネットで議決権を行使される場合

４頁の案内に従ってスマートフォン又はパソコンから議決権行使ウェブサイトにログインしていた
だき、議案に対する賛否をご入力ください。

行使期限 2021年６ 月24日（木曜日）
午後６時00分入力完了分まで

書面（郵送）で議決権を行使される場合

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼らずにご投函ください。

行使期限 2021年６ 月24日（木曜日）
午後６時00分到着分まで

株主総会にご出席される場合

同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

日 時 2021年６ 月25日（金曜日）
午前10時（受付開始：午前９時30分）

※ インターネット及び書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権行使の内容を有効とし
て取扱わせていただきます。

※ インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を有効とさせていただきます。
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見本

インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　9：00～21：00）

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※ RQ コードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1

※ 。すで標商録登のブーェウーソンデ社会式株は」ドーコRQ「 

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行使
ウェブサイトにログインすることができます。

※操作画面はイメージです。

「次へすすむ」を
クリック

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「初期パスワード」
を入力

「登録」をクリック
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（添 付 書 類）
事 業 報 告
(20202021

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで)

　
１．会社の現況に関する事項
（1）事業の経過および成果
　当事業年度（2020年４月１日から2021年３月31日まで）におけるわが国の経済は、新
型コロナウイルス感染症の世界的な流行の影響により、経済活動の停滞や個人消費の低迷が
続くなど、非常に厳しい状況で推移いたしました。
　また、景気の先行きにつきましては、各種経済施策の効果やワクチン接種が進むことが見
込まれることなどから持ち直しが期待されるものの、足元の感染再拡大により経済への悪影
響が懸念されるなど、依然として不透明な状況で推移することが見込まれます。
　当社が属する不動産業界におきましては、首都圏マンションの供給は2020年度は前年に
比べ1.7％増加し２万9,032戸となりました。販売平均価格においては1.0％下落の5,994万
円、平米単価は0.4％上昇し90.5万円という状況になりました(「首都圏マンション市場動向
2020年度」、㈱不動産経済研究所調べ)。
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い世界的な不動産投資市場への影響が広がる
中、比較的影響の少ない日本の不動産投資市場、中でも安定した収益が見込める東京のレジ
デンスに対する注目は高く、賃貸用不動産への投資需要は引き続き増加傾向にあると捉えて
います。
　このような環境の中で当社は城南３区を中心に、お客様のニーズに対応すべく物件規模の
大型化を図りながら、新築一棟マンションＧranＤuoシリーズの企画開発及び販売を積極的
に推進するとともに、不動産小口化商品の販売等、商品展開の拡充に注力いたしました。
　当事業年度の業績は、売上高18,774,727千円（前期比9.8％増）、営業利益1,068,934千
円（前期比3.3％増）、経常利益895,138千円（前期比11.3％増）、当期純利益585,075千
円（前期比6.7％増）となりました。
　また、当社は2021年２月12日をもって、東京証券取引所マザーズ市場から市場第一部へ
市場変更いたしました。株主の皆様、お取引先の皆様をはじめ、全てのステークホルダーの
皆様のご指導の賜物と心より感謝申し上げます。これを機に、より一層の社会的責任を自覚
し、更なる業容拡大と企業価値の向上に努めてまいります。
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　なお、セグメント別の業績は次のとおりであります。
① 不動産投資支援事業
　不動産投資支援事業につきましては、不動産商品27件、建築商品16件を販売いたしまし
た。売上高は18,153,493千円（前期比9.9％増）、セグメント利益は970,515千円（前期比
6.3％増）となりました。

② 不動産マネジメント事業
　不動産マネジメント事業につきましては、お客様の所有する不動産の管理運営受託件数増
加に伴い、621,233千円（前期比7.0％増）、セグメント利益は98,419千円（前期比19.2％
減）となりました。

　
（2）設備投資の状況
　当事業年度において実施いたしました設備投資等の総額は77,843千円であります。主な
設備投資は、保養施設の為に取得した土地建物52,163千円であります。設備投資のセグメ
ント別内訳は、事業セグメントに資産を配分していないため、記載しておりません。なお、
棚卸資産の一部について、販売から賃貸へ保有目的を変更したことに伴い、159,525千円
を固定資産に振り替えております。重要な設備の除却、売却等はありません。

　
（3）資金調達の状況
　新築一棟マンションの用地仕入資金として物件ごとに必要に応じて各金融機関より資金調
達をしております。運転資金の機動的な調達を行うため、取引金融機関と５億円の当座貸越
契約を締結しております。
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（4）対処すべき課題
① 優良な自社企画開発物件の安定供給体制の強化
　自社企画開発物件である新築一棟マンションＧranＤuoシリーズ及び中古一棟ビルリノベー
ションＧrandStoryシリーズを安定的に供給する体制づくりは重要な課題です。課題解決のた
め用地仕入・設計企画開発力を強化して参ります。用地仕入に関しては、用地仕入人員の拡充
を行います。さらに不動産業者への訪問、電話、メールの頻度を増やすことにより業者と密に
連携をとり、用地仕入情報の拡充を図ります。また設計企画開発に関しても、人員の拡充を行
います。さらに新築一棟マンションのターゲット世代に人気の設備や間取り、デザインを賃貸
仲介店舗スタッフの情報から厳選することにより高い人気・入居率を保持する物件の設計企画
開発を行って参ります。

② 自社企画開発物件の品質維持・向上
　当社において自社企画開発物件の品質は重要と捉えております。今後事業規模の拡大により
取扱物件数が増加しても、品質を維持していくため、当社の特徴であるワンストップサービス
体制の強化と優良な工事下請け業者の確保、優良な人材の確保及び教育研修の充実を図るとと
もに、社内に設計・施工部隊から独立した品質管理部隊を設け品質の維持・向上を図っており
ます。また、優良な工事下請け業者の確保のため、「蜂友会」という当社安全協力会を設置し
工事下請け業者との協力体制の強化を図っております。

③ ブランド力の強化及び知名度の向上
　当社が供給する新築一棟マンションＧranＤuoシリーズ及び中古一棟ビルリノベーションＧ
randStoryシリーズは城南３区を中心に展開しております。城南３区を中心としてブランド力
を強化し、知名度を高めることにより新規顧客獲得と新規入居者獲得を行うことが、販路拡大
につながるため、当社では、費用対効果を見極めながら、広告宣伝活動に取り組んで参りま
す。

④ 優秀な人材の確保及び教育研修の充実
　当社の安定的な成長のためには、不動産の仕入、設計、施工、管理、販売及び入居者募集と
いった専門的な知識及び経験を有する人材や宅地建物取引士、建築士等の専門的な資格を有す
る優秀な人材を継続して確保、育成することが重要だと考えております。入社後も定期的に教
育研修の機会を与え、専門能力や知識の維持向上を図って参ります。

⑤ 財務基盤の維持・充実
　安定的かつ継続的に自社企画開発物件を提供していくためには、金融機関からの資金調達が
不可欠であり、金融機関との良好な取引関係を保つことが、安定した借入を継続的に行ってい
くため必要となります。常に様々な視点から当社のおかれている状況を分析し、定期的に金融
機関に業績説明を行い、良好な関係を維持することに努めて参ります。
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⑥ コンプライアンス経営の強化
　当社は、コンプライアンス経営の重要性を認識しており、当社の継続的な成長や社会的信用
の構築に不可欠であると認識しております。そのため、役員及び社員は、常に倫理観を持って
行動するよう、定期的にコンプライアンスに関する研修を行っております。また内部監査部、
監査役会、会計監査人との連携を強化することが監査機能の充実を図り、コンプライアンス強
化につながると考え、連携強化を図っております。

⑦ 新規事業の展開について
　当社は、主力事業である新築一棟マンション販売を中心に堅調に成長しておりますが、当社
の更なる成長の加速と事業の拡大のため、新規事業の開拓を行っていくことが必要不可欠と考
えております。中長期的な視点で新規事業を育成し、将来の中核事業の一つへと発展・拡大さ
せるため、企画立案力の強化、人材確保及び積極的な営業活動に取り組んで参ります。

⑧ 新型コロナウイルス感染症について
　当社は、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、セミナーや対面での接客業務の一部
を自粛しております。新型コロナウイルス感染症の終息時期の予測は困難な状況にあり、かか
る状況下で事業を継続させていくため、感染拡大防止を実施しつつも、必要な事業活動を可能
にする環境の整備が不可欠であると認識しております。そこで、ＩＴ技術を利用したＷＥＢ面
談による接客やテレワークを導入し、場所にとらわれない事業活動を推進しております。

　 株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援を賜りますようお願い申し上げます。

（5）財産および損益の状況の推移
　

区 分 2017年度
第17期

2018年度
第18期

2019年度
第19期

2020年度
(当期)第20期

売 上 高 13,945,812 千円 14,164,354 千円 17,105,507 千円 18,774,727 千円

当 期 純 利 益 708,896 千円 638,143 千円 548,188 千円 585,075 千円

１株当たり当期純利益 175.52 円 128.14 円 110.08 円 117.49 円

総 資 産 12,714,340 千円 13,933,413 千円 13,295,926 千円 12,632,828 千円

純 資 産 3,334,935 千円 3,826,429 千円 4,229,126 千円 4,650,984 千円

　（注）当社は、2017年12月１日付で普通株式１株につき40株の分割を行いましたが、第17期の期首に当該株
式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。

（6）重要な親会社および子会社の状況
①親会社との関係
　該当事項はありません。
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②重要な子会社の状況
会 社 名 資本金又は

出資金 出資比率 主要な事業内容

FAITHアセットマネジメント株式会社 10,000 千円 100 % 不動産ファンド事業及び運用等

ザ・スタイルワークス株式会社 3,500 千円 100 % 実需向けの住宅等の設計等

Faithファンズ合同会社 9,000 千円 100 % 金銭の貸付
（注）ザ・スタイルワークス株式会社は、2021年４月30日付で解散しております。

（7）主要な事業内容
　

事 業 主 要 製 品

不動産投資支援事業 新築一棟マンションの販売/請負工事/設計

不動産マネジメント事業 管理運営（入居者募集/入金管理/メンテナンス他）

（8）主要な営業所および工場
　

名 称 所 在 地

当社本社 東京都渋谷区千駄ヶ谷

（9）従業員の状況
　

従 業 員 数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

　 147名 　 ２名増 　41歳１か月 ４年

（10）主要な借入先
　

借 入 先 借 入 額

シンジケートローン 885,000 千円

西武信用金庫 697,419

株式会社千葉銀行 675,143

（注）シンジケートローンは株式会社りそな銀行を幹事とし、株式会社商工組合中央金庫・西武信用金庫・株式
会社きらぼし銀行・株式会社東日本銀行の協調融資によるものであります。
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２．会社の株式に関する事項
（1）発行可能株式総数

16,000,000株

（2）発行済株式の総数
4,980,000株 （自己株式77株を含む）

（3）株主数
5,235名

（4）大株主（上位10名）
　

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株式会社８８ 2,000,000 株 40.16 ％

蜂 谷 二 郎 480,000 9.64

小 泉 和 弘 100,000 2.01

山 元 孝 行 80,000 1.61

吉 田 俊 雄 75,000 1.51
ＭＬＩ ＦＯＲ ＣＬＩＥＮＴ ＧＥ
ＮＥＲＡＬ ＯＭＮＩ ＮＯＮ ＣＯ
ＬＬＡＴＥＲＡＬ ＮＯＮ ＴＲＥＡ
ＴＹ－ＰＢ

62,200 1.25

高 瀬 宏 江 60,000 1.20

石 丸 洋 介 60,000 1.20

谷 口 華 恵 41,600 0.84

來 住 亮 佑 40,000 0.80
　（注）持株比率は自己株式（77株）を控除して計算しております。

（5）その他株式に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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３．会社役員に関する事項
（1）取締役および監査役の氏名等

（2021年３月31日現在）

氏 名 地 位 担当および重要な兼職の状況

蜂 谷 二 郎 代表取締役社長 FAITHアセットマネジメント株式会社取締役

吉 田 俊 雄 専務取締役 不動産部門（不動産開発・賃貸管理・賃貸営業）、品質管理管掌
執行役員（賃貸管理部、賃貸営業部、品質管理部担当）

山 元 孝 行 常務取締役 設計部門、広報企画、投資運用管掌
執行役員（建築一部、広報企画部、投資運用部担当）

大 津 茂太郎 取締役 工事部門管掌
執行役員（建築二部担当）

石 丸 洋 介 取締役 コーポレート部門（経理、財務、総務人事、法務）管掌
執行役員（経理部、財務部担当）

香 月 裕 爾 取締役 小沢・秋山法律事務所
日本アンテナ株式会社監査役

松 下 正 美 取締役 －

草 原 裕 之 監査役 －

入 山 利 彦 監査役 株式会社ヤトー取締役

石 橋 幸 生 監査役

公認会計士・税理士事務所Ｉ＆Ｉパートナーズ代表
株式会社Ｉ＆Ｉパートナーズ代表取締役
株式会社ノーマーク取締役
ティエムファクトリ株式会社監査役
株式会社ＶＲＣ監査役

（注）１．取締役 香月裕爾氏及び松下正美氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
２．監査役 入山利彦氏及び石橋幸生氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
３．監査役 石橋幸生氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度
の知見を有するものであります。

４．当社は、取締役 香月裕爾氏及び松下正美氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員とし
て指定し、同取引所に届け出ております。

５．当社では、取締役会の一層の活性化を促し、取締役会の意思決定・業務執行の監督機能と各事業部の
業務執行機能を明確に区分し、経営効率の向上を図るために執行役員制度を導入しております。
執行役員を兼務する取締役４名のほか、不動産開発一部長 樋口匠、不動産開発二部長 奥啓二、総務
人事部担当・法務部長 新井隆の７名で構成されております。
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（2）責任限定契約の内容の概要
　当社は、取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）及び監査役との間に、会社法第423
条第１項の責任につき、善意でかつ重大な過失がないときは、金100万円以上であらかじめ定め
る金額又は法令が定める金額のいずれか高い額を限度として責任を負担する契約を締結すること
ができる旨を定款に定めております。なお当事業年度末日において、当該契約は社外取締役 香
月裕爾氏及び松下正美氏、監査役 草原裕之氏、社外監査役 入山利彦氏及び石橋幸生氏との間で
締結しております。

（3）当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の額
①取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
ａ 当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針（以下「決定方針」といいま
す。）を定めており、その概要は以下のとおりです。
ア 基本報酬は、代表取締役・役付取締役・その他の取締役の別、担当領域の規模・当社にお
ける重要性、当社の業績や経営状況、経済情勢を総合的に勘案して決定する。

イ 社外取締役を除く取締役には、基本報酬のほか、業績連動報酬を支給する。
業績連動報酬は、当社の前期営業利益の額に応じ、社外取締役を除く取締役全員の業績連
動報酬総額を決定し、その範囲内で、各取締役の配分割合を決定する。
ウ 当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして、非金銭報酬等の支給の必要
性を検討し、必要と判断した場合には、非金銭報酬等の算定方法についても定めた報酬テー
ブルを作成し、その報酬テーブルの範囲内で支給する。

エ 社外取締役を除く取締役については、代表取締役社長の報酬額を最上位とし、役位が下が
るにつれて、報酬額が逓減する。また、役位が上がるにつれて、基本報酬の割合を減らし、
業績連動報酬の割合は増やす方針とする。
社外取締役については、客観的立場に基づき経営に対する監督及び助言を行う役割を考慮
し、基本報酬のみを支給する。

オ 基本報酬及び業績連動報酬のいずれも、支給額が決定された後、当該額を12分割した額
を１年間にわたり毎月支払う。
カ 取締役の個人別の報酬等の決定について取締役その他の第三者へ委任しない。
キ 取締役会で選定された３名以上の取締役で構成された指名報酬委員会（委員の過半数を社
外取締役とする。）が取締役会の諮問を受けて、社外取締役を除く取締役の個人別の報酬等
の内容について審議し、取締役会に答申する。取締役会は、指名報酬委員会の審議の結果を
尊重して、社外取締役を除く取締役の個人別の報酬等の内容を決定する。
ク 取締役の適正な職務執行を担保するため、取締役に重大な不正・違反行為等が発生した場
合の、当該取締役に対する報酬の支給制限あるいは返還について、報酬委員会で検討し、必
要に応じて規程によって定める。

ｂ 決定方針は、取締役会の諮問を受けた指名報酬委員会において審議の上、答申した内容を
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尊重して、取締役会が決定しております。
ｃ 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に当たっては、指名報酬委員会が原案について決定
方針との整合性を含めた多角的な検討を行っているため、取締役会も基本的にその答申を尊
重することとしており、決定方針に沿うものであると判断しております。

　なお、本日の定時株主総会における第１号議案が承認可決された場合には、ご承認いただい
た内容とも整合するよう、当該方針のうち、「社外取締役を除く取締役」を「監査等委員でない
取締役」に、「社外取締役」を「監査等委員である取締役」に変更し、監査等委員である取締役
の個人別の報酬額については、監査等委員会において決定する旨の変更をする予定です。
②取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
　取締役の報酬等限度額は、2015年６月26日開催の第14回定時株主総会において年額２億円
以内（使用人兼務取締役の使用人給与は含まない）とし、監査役の報酬等限度額は年額３千万
円以内と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は４名、監査役
は１名です。
③取締役および監査役の報酬等の総額等

役員区分 報酬等の総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数
(名)固定報酬 業績連動報酬 非金銭報酬等

取締役
（うち社外取締役）

137,700
(10,800)

93,693
(10,800)

44,006
(－) － 7

(2)
監査役
（うち社外監査役）

18,000
(7,800)

18,000
(7,800) － － 3

(2)
（注）業績連動報酬は、当社の前期営業利益の額をその指標としており、当事業年度における指標の実績は

1,035,091千円であります。業績連動報酬に係る指標に営業利益を用いた理由は、当社の事業による利益
に応じた報酬の分配を行うことにより、経営努力の成果を適切に報酬に反映させることができ、企業価値
の持続的な向上に対する動機づけになると考えたからです。

（4）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締
結し、株主や第三者等から損害賠償請求を提起された場合において、被保険者が負担することに
なる損害賠償金・争訟費用等の損害を当該保険契約により補填することとしています。保険料は
全額会社が負担しております。
　当該保険契約の被保険者は当社取締役、監査役及び子会社役員となります。
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（5）社外役員に関する事項
① 重要な兼職先と当社との関係

　

区分 氏名 兼職先および兼職内容 兼職先と当社との関係

社外取締役 香 月 裕 爾 小沢・秋山法律事務所
日本アンテナ株式会社監査役

当社との特別な関係はありま
せん。

社外取締役 松 下 正 美 － －

社外監査役 入 山 利 彦 株式会社ヤトー取締役 当社との特別な関係はありま
せん。

社外監査役 石 橋 幸 生

公認会計士・税理士事務所
Ｉ＆Ｉパートナーズ代表
株式会社Ｉ＆Ｉパートナーズ
代表取締役
株式会社ノーマーク取締役
ティエムファクトリ株式会社
監査役
株式会社ＶＲＣ監査役

当社との特別な関係はありま
せん。

　
② 主な活動状況

　

区分 氏名 主な活動状況

社外取締役 香 月 裕 爾

当事業年度開催の取締役会20回中20回出席しております。
主に弁護士としての経験によって培われた幅広い視点から適宜発
言を行い、経営に有益な情報を提供するなど、期待される役割を
果たしてきました。また、監査役会にもすべて立ち会い、会計監
査人の報告会にも適宜出席しております。

社外取締役 松 下 正 美

当事業年度開催の取締役会20回中20回出席しております。
金融機関における長年の経験と直接企業経営に携わった幅広い経
営的視点から適宜発言を行うことにより、コーポレート・ガバナ
ンス体制強化に寄与するなど、期待される役割を果たしてきまし
た。また、監査役会にもすべて立ち会い、会計監査人の報告会に
も適宜出席しております。

社外監査役 入 山 利 彦
当事業年度開催の取締役会20回中19回、監査役会14回中13回
出席しております。
前職における役員としての会社経営・組織運営に関する豊富な知
識と経験に基づいた助言、提言等を行っております。

社外監査役 石 橋 幸 生
当事業年度開催の取締役会20回中20回、監査役会14回中14回
出席しております。
主に公認会計士・税理士としての経験によって培われた幅広い視
点から適宜発言を行っております。
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４．会計監査人の状況
（1）名称
　EY新日本有限責任監査法人

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 25,299千円
当社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 25,299千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．会計監査人の報酬等について監査役会が同意した理由は日本公認会計士協会が公表する監査、保証実
務委員会研究報告第18号「監査時間の見積りに関する研究報告」及び公益社団法人日本監査役協会が
公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、監査計画における監査時間・配員計
画、報酬見積の相当性などを確認し検討した結果、妥当と判断をいたしました。

　
（3）非監査業務の内容
　該当事項はありません。
　

（4）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、
監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査
役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を
報告いたします。

　
（5）責任限定契約の内容の概要
　当社は、会計監査人との間で、当該会計監査人の会社法第423条第１項の責任につき、善意で
かつ重大な過失がないときは、金100万円以上であらかじめ定める金額又は法令が定める額のい
ずれか高い額を限度として責任を負担する契約を締結することができる旨を定款に定めておりま
す。なお現在において、当該契約は締結しておりません。
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貸借対照表（2021年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資産の部） （負債の部）
流動資産 9,652,742 流動負債 3,435,219
現金及び預金 3,992,550 工事未払金 371,207
完成工事未収入金 831,565 短期借入金 469,890
販売用不動産 1,664,978 1年内返済予定の長期借入金 960,281
仕掛販売用不動産 2,974,062 1年内償還予定の社債 46,500
前渡金 158,417 未払金 170,392
前払費用 20,330 未払費用 11,206
その他 10,837 未払法人税等 236,791

前受金 540,907
固定資産 2,980,086 未成工事受入金 200,795
有形固定資産 2,261,260 預り金 233,871
建物 1,057,544 前受収益 15,674
構築物 2,406 賞与引当金 90,763
機械及び装置 101,514 アフターコスト引当金 13,048
車両運搬具 18,298 工事損失引当金 57,566
工具、器具及び備品 42,938 株主優待引当金 2,700
土地 1,289,983 その他 13,623
減価償却累計額 △251,427 固定負債 4,546,624

社債 50,000
無形固定資産 22,746 長期借入金 4,421,243
ソフトウェア 22,746 その他 75,380

負債合計 7,981,843
投資その他の資産 696,079 （純資産の部）
関係会社株式 2,535 株主資本 4,667,597
出資金 505,780 資本金 681,120
関係会社出資金 9,000 資本剰余金 631,340
関係会社長期貸付金 10,000 　資本準備金 631,120
長期前払費用 11,572 その他資本剰余金 220
繰延税金資産 128,727 利益剰余金 3,355,238
その他 28,464 　利益準備金 10,000

その他利益剰余金 3,345,238
特別償却準備金 5,083
繰越利益剰余金 3,340,154

自己株式 △101
評価・換算差額等 △16,612
繰延ヘッジ損益 △16,612
純資産合計 4,650,984

資産合計 12,632,828 負債・純資産合計 12,632,828
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日）
（単位：千円）

　

科 目 金 額
売上高 18,774,727
売上原価 16,187,680
売上総利益 2,587,046
販売費及び一般管理費 1,518,111
営業利益 1,068,934
営業外収益
受取利息 33
受取配当金 34
助成金収入 410
保険料収入 4,131
自動販売機収入 196
その他 2,600 7,406

営業外費用
支払利息 121,929
社債利息 513
支払手数料 31,207
登録免許税 23,888
その他 3,664 181,202

経常利益 895,138
特別損失
関係会社整理損 23,327
関係会社株式評価損 7,464 30,792

税引前当期純利益 864,346
法人税、住民税及び事業税 335,563
法人税等調整額 △56,291 279,271

当期純利益 585,075
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

2021年05月24日 21時17分 $FOLDER; 18ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告
書

18

会計監査人の監査報告書 謄本
独立監査人の監査報告書

2021年５月24日
株式会社フェイスネットワーク
　取 締 役 会 御 中

EY
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山 岸 聡 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 牧 野 幸 享 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社フェイスネットワークの2020年４月１日から2021年
３月31日までの第20期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びに
その附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等
に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法
人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規
定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示する

ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断
した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価

し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には
当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないか

どうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表
示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理
的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判

断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、
実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する
注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企
業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業
の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は
重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求
められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は
継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとと
もに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に
表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合
はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本
　

監 査 報 告 書

　当監査役会は、2020年４月１日から2021年３月31日までの第20期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成
した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

　
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役

等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部その他

の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取
締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及び
その子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項
に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につい
て、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表
明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行
われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005
年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告
の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2021年５月25日
株式会社フェイスネットワーク 監査役会

常勤監査役 草 原 裕 之 ㊞
社外監査役 入 山 利 彦 ㊞
社外監査役 石 橋 幸 生 ㊞

以 上
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株主総会参考書類
　
議案および参考事項

第１号議案 定款一部変更の件
(１)提案の理由
① 事業目的の追加について
ａ 当社管理物件において、機械警備業務を当該物件の所有者より直接請け負うことによ
り、当社のワンストップパートナーとしてのサービスを充実させるため、「警備業」を目
的事項に追加いたしたく存じます。

ｂ 今後、美容所の運営業務を事業として行っていく可能性を踏まえ、「美容業」を目的事
項に追加いたしたく存じます。

② 監査等委員会設置会社への移行に関わる変更について
当社は、取締役会の監督機能を強化し、コーポレート・ガバナンスの一層の充実を図ると
ともに意思決定のさらなる迅速化を実現するため、監査等委員会設置会社へ移行いたしたく
存じます。
これに伴い、監査等委員会設置会社への移行に必要な、監査等委員及び監査等委員会に関
する規定の新設並びに監査役及び監査役会に関する規定等、所要の変更を行うものでありま
す。
なお、本議案における定款変更については、本総会終結の時をもって効力が発生するものと
いたします。
(２)変更の内容
変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更部分）
現 行 定 款 変 更 案
第１章 総 則 第１章 総 則

第１条（条文省略） 第１条（現行どおり）

（目 的）
第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的とす
　 る。
　１～24. （条文省略）
　25.前各号に附帯する一切の業務

（目 的）
第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的とす
　 る。
　１～24. （現行どおり）
　25. 警備業
　26. 美容業
　27.　前各号に付帯する一切の業務

第３条（条文省略） 第３条（現行どおり）
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現 行 定 款 変 更 案
（機 関）
第４条 当会社は、株主総会及び取締役のほか、次の
　 機関を置く。
　１．取締役会
　２．監査役
　３．監査役会
　４．会計監査人

（機 関）
第４条 当会社は、株主総会及び取締役のほか、次の
　 機関を置く。
　１．取締役会
　２．監査等委員会

（削 除）
　３．会計監査人

第４章 取締役及び取締役会 第４章 取締役及び取締役会
（員 数）
第19条 当会社の取締役は10名以内とする。

（新 設）

（取締役の選任方法）
第20条 当会社の取締役の選任は、株主総会におい
　 て議決権を行使することができる株主の議決権
　 の３分の１以上を有する株主が出席し、出席し
　 た当該株主の議決権の過半数をもって行う。

　 ②（条文省略）

（任 期）
第21条 取締役の任期は、選任後１年以内に終了す
　 る事業年度のうち最終のものに関する定時株主
　 総会の終結の時までとする。

　 ② 任期満了前に退任した取締役の補欠として、
　 又は増員により選任された取締役の任期は、前
　 任者又は他の在任取締役の任期の残存期間と同
　 一とする。

（新 設）

（員 数）
第19条 当会社の取締役は10名以内とする。
　 ② 前項の取締役のうち、監査等委員である取締
　 役は、５名以内とし、その過半数は社外取締役
　 とする。

（取締役の選任方法）
第20条 当会社の取締役の選任は、株主総会におい
　 て議決権を行使することができる株主の議決権
　 の３分の１以上を有する株主が出席し、出席し
　 た当該株主の議決権の過半数をもって行う。た
　 だし、監査等委員である取締役はそれ以外の取
　 締役と区別して選任するものとする。
　 ②（現行どおり）

（任 期）
第21条 監査等委員でない取締役の任期は、選任後
　 １年以内に終了する事業年度のうち最終のもの
　 に関する定時株主総会の終結の時までとする。
　 監査等委員である取締役の任期は、選任後２年
　 以内に終了する事業年度のうち最終のものに関
　 する定時株主総会の終結の時までとする。
　 ② 任期満了前に退任した監査等委員でない取締
　 役の補欠として、又は増員により選任された監
　 査等委員でない取締役の任期は、他の監査等委
　 員でない在任取締役の任期の残存期間と同一と
　 する。
　 ③ 任期の満了前に退任した監査等委員である取
　 締役の補欠として選任された監査等委員である
　 取締役の任期は、退任した監査等委員である取
　 締役の任期の満了するときまでとする。
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現 行 定 款 変 更 案
（代表取締役及び役付取締役）
第22条 会社を代表すべき取締役は、取締役会の決
　 議で定める。
　 ② 代表取締役のうち１名は取締役社長とし、当
　 会社の業務を執行する。
　 ③ 取締役会の決議により、取締役の中から取締
　 役副社長、専務取締役及び常務取締役各若干名
　 を選定することができる。
　 ④ 取締役会の決議により、取締役の中から業務
　 執行取締役を選定することができる。

（取締役会の招集権者及び議長）
第23条 取締役会は、法令に別段の定めがある場合
　 を除き、取締役社長がこれを招集し、議長とな
　 る。
　 ② 取締役社長に事故があるときは、取締役会に
　 おいてあらかじめ定めた順序に従い、他の取締
　 役が取締役会を招集し、議長となる。

（新 設）

（代表取締役及び役付取締役）
第22条 会社を代表すべき取締役は、監査等委員で
　 ない取締役の中から取締役会の決議で定める。
　 ② 代表取締役のうち１名は取締役社長とし、当
　 会社の業務を執行する。
　 ③ 取締役会の決議により、監査等委員でない取
　 締役の中から取締役副社長、専務取締役及び常
　 務取締役各若干名を選定することができる。
　 ④ 取締役会の決議により、監査等委員でない取
　 締役の中から業務執行取締役を選定することが
　 できる。

（取締役会の招集権者及び議長）
第23条 取締役会の議長は、社外取締役の中から取
　 締役会の決議によって定める。

　 ② 取締役会の招集は、法令に別段の定めがある
　 場合を除き、取締役会の議長が招集する。

　 ③ 取締役会の議長に事故があるときは、取締役
　 会においてあらかじめ定めた順序に従い、他の
　 取締役が取締役会を招集し、議長となる。

（取締役会の招集通知）
第24条 取締役会の招集通知は、会日の３日前まで
　 に各取締役及び各監査役に対して発する。ただ
　 し、緊急の必要があるときは、この期間を短縮
　 することができる。
　 ② 取締役及び監査役の全員の同意があるときは
　 、招集の手続を経ないで取締役会を開催するこ
　 とができる。

（新 設）

（取締役会の招集通知）
第24条 取締役会の招集通知は、会日の３日前まで
　 に各取締役に対して発する。ただし、緊急の必
　 要があるときは、この期間を短縮することがで
　 きる。
　 ② 取締役全員の同意があるときは、招集の手続
　 を経ないで取締役会を開催することができる。

（重要な業務執行の委任）
第25条 取締役会は、その決議によって会社法第
　 399条の13第６項の定めるところに従い、同
　 条第５項各号に定める事項以外の重要な業務
　 執行の決定の全部又は一部の決定を取締役に
　 委任することができる。

第25条（条文省略） 第26条（現行どおり）
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現 行 定 款 変 更 案
（取締役会の議事録）
第26条　取締役会の議事については、その経過の要
　 領及び結果並びにその他法令に定める事項を議
　 事録に記載又は記録し、出席した取締役及び監
　 査役がこれに署名若しくは記名押印又は電子署
　 名を行う。

（取締役会の議事録）
第27条　取締役会の議事については、その経過の要
　 領及び結果並びにその他法令に定める事項を議
　 事録に記載又は記録し、出席した取締役がこれ
　 に署名若しくは記名押印又は電子署名を行う。

第27条（条文省略） 第28条（現行どおり）

（報 酬）
第28条　取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対
　 価として当会社から受ける財産上の利益（以下
　 「報酬等」という。）は、株主総会の決議に
　 よって定める。

（報 酬）
第29条　取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対
　 価として当会社から受ける財産上の利益（以下
　 「報酬等」という。）は、株主総会の決議によ
　 って定める。ただし、監査等委員である取締役
　 の報酬等はそれ以外の取締役の報酬等と区別し
　 て株主総会の決議によって定めるものとする。

第29条～第30条（条文省略） 第30条～第31条（現行どおり）

第５章 監査役及び監査役会 第５章 監査等委員会

第31条～第41条（条文省略） （削 除）

（新 設）

（新 設）

（監査等委員会）
第32条 監査等委員会は、法令に定めのある事項を
　 決定するほか、その職務遂行のために必要な権
　 限を行使する。

（監査等委員会の招集通知）
第33条 監査等委員会の招集通知は、会日の３日前
　 までに各監査等委員に対して発する。ただし、
　 緊急の必要があるときは、この期間を短縮する
　 ことができる。
　 ② 監査等委員全員の同意があるときは、招集の
　 手続を経ないで監査等委員会を開催することが
　 できる。

（新 設）
（監査等委員会規程）
第34条 監査等委員会に関する事項については、法
　 令又は本定款のほか、監査等委員会において定
　 める監査等委員会規程による。
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現 行 定 款 変 更 案
第６章 会計監査人 第６章 会計監査人

第42条～第45条（条文省略） 第35条～第38条（現行どおり）

第７章 計 算 第７章 計 算

第46条～第48条（条文省略） 第39条～第41条（現行どおり）

（新 設） 附 則

（新 設） 第１条 当会社は、第20回定時株主総会前の行為に
　 関する会社法第423条第１項所定の取締役（取
　 締役であった者を含む。）の損害賠償責任を
　 、法令の限度において、取締役会の決議によっ
　 て免除することができる。ただし、各監査等
　 委員の同意を要するものとする。

（新 設） 第２条 当会社は、第20回定時株主総会前の行為に
　 関する会社法第423条第１項所定の監査役であ
　 った者の損害賠償責任を、法令の限度において
　 、取締役会の決議によって免除することがで
　 きる。ただし、各監査等委員の同意を要する
　 ものとする。
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第２号議案 監査等委員でない取締役３名選任の件
本総会終結の時をもって取締役７名全員が任期満了となります。また、当社は、第１号議案

「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、監査等委員会設置会社へ移行いたします。つきま
しては監査等委員でない取締役３名の選任をお願いいたしたく存じます。
なお、本議案にかかる決議の効力は、第１号議案「定款一部変更の件」にかかる定款変更の効

力発生を条件として生じるものといたします。
　監査等委員でない取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号 氏 名 年 齢 現在の当社における地位および担当 取締役

在任年数
取締役会
出席状況

１ は ち や じ ろ う
蜂 谷 二 郎 51歳 代表取締役社長 19年 　100％

(20回/20回)
再 任

２ やまもと たかゆき
山 元 孝 行 51歳 常務取締役

設計部門、広報企画管掌 ７年 　100％
(20回/20回)

再 任

３ いしまる ようすけ
石 丸 洋 介 38歳

取締役
コーポレート部門（経理、財務、総
務人事、法務）管掌

２年 　100％
(20回/20回)

再 任
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する
当社の
株式の数

１

はち や じ ろう
蜂 谷 二 郎

(1969年10月２日生)

1988年 ４月 世田谷信用金庫入社
2001年10月 当社設立 代表取締役社長就任

（現任）
2004年 ６月 有限会社クロスカレント代表取締役
2004年 ９月 有限会社ファイブセンス代表取締役
2018年10月 グランファンディング株式会社

（現・FAITHアセットマネジメン
ト株式会社）代表取締役就任

2021年 １月 FAITHアセットマネジメント株
式会社取締役（現任）

　
480,000

株

◆取締役候補者とした理由
蜂谷二郎氏は、2001年10月に当社を設立以来、代表取締役として当社ビジネスの発展
に尽力し、当社の飛躍的な成長を導いてきました。当社の更なる成長と発展のためには
同氏の強いリーダーシップが必要であると判断し、取締役候補者といたしました。

２

やま もと たか ゆき
山 元 孝 行

(1970年５月19日生)

1993年 ４月 大 木 建 設 株 式 会 社 入 社
1997年 ２月 一級建築士登録
2001年 ４月 ケーミナト一級建築士事務所入所
2004年 ９月 株式会社ダブリューホールディ

ング入社
2010年10月 当社入社
2013年 ９月 当社常務取締役就任（現任）
2019年 １月 当社執行役員就任（現任）

　
80,000株

◆取締役候補者とした理由
山元孝行氏は、一級建築士としての専門知識を持っており、当社入社以来、当社の開発
する不動産・建築プロジェクト全体に携わってまいりました。今後もその知見を経営に
活かして頂けると判断し、取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する
当社の
株式の数

３

いし まる よう すけ
石 丸 洋 介

(1982年11月１日生)

2005年 ８月 税理士法人よしとみパートナー
ズ会計事務所入社

2007年11月 税理士法人麻布パートナーズ
入社

2014年11月 当社出向
2015年 ７月 当社経営管理本部副本部長就任
2018年 ２月 当社入社
2018年10月 当社執行役員就任（現任）
2019年 ６月 当社取締役就任（現任）

　
60,000株

◆取締役候補者とした理由
石丸洋介氏は、税理士法人にて会計・税務・経営コンサルティング業務を経験し、
2014年より当社の管理部門構築に携わり、2018年当社に入社後も管理部門において経
営に携わってまいりました。今後もその知見を経営に活かして頂けると判断し、取締役
候補者といたしました。

（注）１．各監査等委員でない取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間
で締結し、株主や第三者等から損害賠償請求を提起された場合において、被保険者が負担
することになる損害賠償金・争訟費用等の損害を当該保険契約により補填することとして
います。候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。
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第３号議案 監査等委員である取締役４名選任の件
当社は、第１号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、監査等委員会設置会社へ

移行いたします。つきましては監査等委員である取締役４名の選任をお願いいたしたく存じます。
なお、本議案に関しましては監査役会の同意を得ております。本議案にかかる決議の効力は、

第１号議案「定款一部変更の件」にかかる定款変更の効力発生を条件として生じるものといたし
ます。
　監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名 年 齢 現在の当社における地位および担当 取締役
在任年数

取締役会
出席状況

１ くさはら ひろゆき
草 原 裕 之 65歳 常勤監査役 ― 　100％

(20回/20回)
新 任

２ か つ き ゆ う じ
香 月 裕 爾

新 任
63歳 社外取締役 ４年 　100％

(20回/20回)
社 外
独 立

３ まつした まさみ
松 下 正 美

新 任
73歳 社外取締役 ３年 　100％

(20回/20回)
社 外
独 立

４ いしばし ゆきお
石 橋 幸 生

新 任
38歳 社外監査役 ― 　100％

(20回/20回)
社 外
独 立
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する
当社の
株式の数

１

　※
くさ はら ひろ ゆき
草 原 裕 之

(1956年５月25日生)

1979年 ４月 日本住宅金融株式会社入社
1996年 ９月 株式会社トーヨー・アド（現T&Tアド）入社
2009年 ６月 同社監査役就任
2015年10月 当社入社
2016年 ６月 当社監査役就任（現任）

　1,200株

◆監査等委員である取締役候補者とした理由
草原裕之氏は、これまでの幅広い職務経験と常勤監査役としての経験を、引き続き当社
の監査に活かしていただけるものと判断し、監査等委員である取締役候補者といたしま
した。

２

　※
か つき ゆう じ
香 月 裕 爾

(1958年２月４日生)

1987年10月 司法試験合格
1990年 ４月 東京弁護士会に弁護士登録

小沢・秋山法律事務所入所（現任）
2008年 ６月 日本アンテナ株式会社監査役（現任）
2016年 ６月 当社監査役就任
2017年 ６月 当社取締役就任（現任）

－株

◆監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割
香月裕爾氏は、弁護士としての専門知識・経験等を有しており、社外取締役として当社
意思決定の健全性と透明性に寄与してきました。今後は、その経験を取締役の職務執行
に対する監督強化に活かしていただく事を期待して、監査等委員である社外取締役候補
者といたしました。同氏は、社外取締役又は社外監査役となること以外の方法で会社経
営に関与したことはありませんが、上記の理由により、監査等委員である社外取締役と
しての職務を適切に遂行できると判断いたしました。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する
当社の
株式の数

３

　※
まつ した まさ み
松 下 正 美

(1948年６月14日生)

1973年 ４月 株式会社協和銀行（現・株式会
社りそな銀行）入行

1992年12月 共同抵当証券株式会社出向
2001年 ９月 株式会社あさひ銀行（現・株式

会社りそな銀行）執行役員就任
2003年 ９月 株式会社りそな銀行執行役員退任
2004年 ２月 昭和リース株式会社専務取締役就任
2004年 ６月 同社代表取締役社長就任
2008年 ６月 同社代表取締役社長退任
2008年 ６月 株式会社レオパレス２１監査役就任
2010年 ６月 日本プラスト株式会社監査役就任
2018年 ６月 当社取締役就任（現任）

－株

◆監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割
松下正美氏は、当社の社外取締役として有益で率直な意見を述べるなど、コーポレー
ト・ガバナンス体制の強化に努めてまいりました。この実績を踏まえ、今後は監査等委
員である社外取締役として当社の経営に有益な助言をして頂く事を期待して、監査等委
員である社外取締役候補者といたしました。また、同氏は、金融機関における豊富な経
験及び直接企業経営に関与された経験もあり、上記理由により、監査等委員である社外
取締役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断しております。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する
当社の
株式の数

４

　※
いし ばし ゆき お
石 橋 幸 生

(1982年９月26日生)

2003年 ４月 中央青山監査法人入所
2006年 ４月 公認会計士登録
2007年 ８月 税理士登録
2007年 ８月 公認会計士・税理士事務所Ｉ＆Ｉパートナーズ 代表（現任）
2007年 ９月 株式会社スポプレ（現・株式会

社ノーマーク）取締役（現任）
2009年 ２月 株式会社Ｉ＆Ｉパートナーズ

代表取締役（現任）
2017年 １月 ティエムファクトリ株式会社 監査役（現任）
2017年 ６月 当社監査役就任（現任）
2021年 ３月 株式会社ＶＲＣ監査役就任（現任）

－株

◆監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割
石橋幸生氏は、2017年６月から当社の社外監査役を務めており、公認会計士・税理士
としての高度な専門的知識・経験に基づき当社の監査を行ってまいりました。今後もそ
の知識・経験に基づき取締役の業務執行に対する監督を行って頂く事を期待して、監査
等委員である社外取締役候補者といたしました。また、同氏は直接企業経営に関与され
た経験もあり、上記理由により、監査等委員である社外取締役としての職務を適切に遂
行いただけるものと判断しております。

（注）１．※は新任の監査等委員である取締役候補者であります。
２．各監査等委員である取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
３．香月裕爾氏、松下正美氏、石橋幸生氏は社外取締役候補者であります。
４．当社は香月裕爾氏、松下正美氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、

同取引所に届け出ております。また、石橋幸生氏についても、独立役員として指定し、同
取引所に届け出る予定であります。

５．香月裕爾氏は現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本定
時株主総会終結の時をもって４年となります。

６．松下正美氏は現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本定
時株主総会終結の時をもって３年となります。

７．当社は、取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）及び監査役との間で同法第423
条第１項の賠償責任を限定する契約を締結できる旨、定款に規定しており、当該契約に基
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づく賠償責任額は、100万円と法令の定める最低限度額とのいずれか高い金額を限度とし
ております。なお、第１号議案が承認可決されますと、当社は、監査等委員である取締役
との間で同様の契約を締結できることになります。香月裕爾氏、松下正美氏が取締役に就
任された場合、当社は当該取締役との間で上記責任限定契約を継続する予定であります。
草原裕之氏、石橋幸生氏が取締役に就任された場合、両氏が監査役として締結している上
記責任限定契約と同様の内容の責任限定契約を締結する予定であります。

８．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間
で締結し、株主や第三者等から損害賠償請求を提起された場合において、被保険者が負担
することになる損害賠償金・争訟費用等の損害を当該保険契約により補填することとして
います。候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。

第４号議案 監査等委員でない取締役の報酬額決定の件
当社の取締役の報酬等の額は、2015年６月26日開催の第14回定時株主総会において年額２億

円以内とご承認いただき今日にいたっておりますが、当社は、第１号議案「定款一部変更の件」
の承認可決を条件として、監査等委員会設置会社へ移行いたします。第２号議案が原案どおり承
認可決されますと、取締役の員数は減少しますが、会社業績を反映する役員報酬制度に対応する
ため、現在の取締役の報酬等の額に関する定めを継続し、監査等委員でない取締役の報酬等の額
を年額２億円以内と定めることとさせていただきたいと存じます。
また、当社は取締役会において取締役の報酬の決定方針を決定しており、その内容の概要は事

業報告12頁に記載のとおりです。本議案にかかる報酬等の額は当該方針に沿うものであり相当な
ものであると判断しております。
なお、監査等委員でない取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まな

いものといたしたいと存じます。
現在の取締役は７名（うち社外取締役２名）であり、第１号議案「定款一部変更の件」および

第２号議案「監査等委員でない取締役３名選任の件」が原案どおり承認可決されますと、監査等
委員でない取締役は３名となります。
本議案は、第１号議案「定款一部変更の件」の効力が生じた時をもって効力を生じるものとい

たします。
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第５号議案 監査等委員でない取締役に対する譲渡制限付株式の付与のための報酬決定の件
第１号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決されますと、当社は監査等委員会設置

会社に移行いたします。これに伴い、当社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた制度改定
の一環として、当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。以下「対象取締役」という。）に
当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主の皆様との一層の
価値共有を進めることを目的として、第４号議案「監査等委員でない取締役の報酬等の額決定の
件」においてご承認をお願いしております報酬枠とは別枠で、対象取締役に対して、新たに譲渡
制限付株式の付与のための報酬を支給することといたしたく存じます。
本議案に基づき、対象取締役に対して譲渡制限付株式の付与のために支給する報酬は金銭債権

（以下「金銭報酬債権」という。）とし、その総額は、上記の目的を踏まえ相当と考えられる金額
として、年額５千万円以内といたします。また、各対象取締役への具体的な支給時期及び配分に
ついては、取締役会において決定することといたします。
現在の取締役は７名（うち社外取締役２名）でありますが、第２号議案「監査等委員でない取

締役３名選任の件」が原案どおり承認可決されますと、監査等委員でない取締役は３名となりま
す。
また、対象取締役は、当社の取締役会決議に基づき、本議案により支給される金銭報酬債権の

全部を現物出資財産として払込み、当社の普通株式について発行又は処分を受けるものとし、こ
れにより発行又は処分をされる当社の普通株式の総数は年20,000株以内（ただし、本議案が承認
可決された日以降、当社の普通株式の株式分割（当社の普通株式の無償割当てを含む。）又は株式
併合が行われた場合その他譲渡制限付株式として発行又は処分をされる当社の普通株式の総数の
調整が必要な事由が生じた場合には、当該総数を、合理的な範囲で調整する。）といたします。
なお、その１株当たりの払込金額は各取締役会決議の日の前営業日における東京証券取引所に

おける当社の普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の
終値）を基礎として当該普通株式を引き受ける対象取締役に特に有利な金額とならない範囲にお
いて、取締役会において決定します。また、これによる当社の普通株式の発行又は処分並びにそ
の現物出資財産としての金銭報酬債権の支給に当たっては、当社と対象取締役との間で、以下の
内容を含む譲渡制限付株式割当契約（以下「本割当契約」という。）を締結するものとします。ま
た、本議案における報酬額の上限、発行又は処分をされる当社の普通株式の総数その他の本議案
に基づく対象取締役への譲渡制限付株式の付与の条件は、上記の目的、当社の業況、当社の取締
役の個人別の報酬等の内容に係る決定に関する方針その他諸般の事情を考慮して決定されており、
相当であると考えております。
（１）譲渡制限期間
対象取締役は、本割当契約により割当を受けた日より３～30年間の間で当社取締役会が予め
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定める期間（以下「譲渡制限期間」という。）、本割当契約により割当を受けた当社の普通株式
（以下「本割当株式」という。）について、譲渡、担保権の設定その他の処分をしてはならない
（以下「譲渡制限」という。）。
（２）退任時の取扱い
対象取締役が譲渡制限期間満了前に当社の取締役会が予め定める地位を退任した場合には、そ

の退任につき、任期満了、死亡その他正当な理由がある場合を除き、当社は、本割当株式を当然
に無償で取得する。
（３）譲渡制限の解除
上記（１）の定めにかかわらず、当社は、対象取締役が、譲渡制限期間中、継続して、当社の

取締役会が予め定める地位にあったことを条件として、本割当株式の全部について、譲渡制限期
間が満了した時点をもって譲渡制限を解除する。ただし、当該対象取締役が、上記（２）に定め
る任期満了、死亡その他正当な理由により、譲渡制限期間が満了する前に上記（２）に定める地
位を退任した場合には、譲渡制限を解除する本割当株式の数及び譲渡制限を解除する時期を、必
要に応じて合理的に調整するものとする。また、当社は、上記の規定に従い譲渡制限が解除され
た直後の時点において、なお譲渡制限が解除されていない本割当株式を当然に無償で取得する。
（４）組織再編等における取扱い
上記（１）の定めにかかわらず、当社は、譲渡制限期間中に、当社が消滅会社となる合併契

約、当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画その他の組織再編等に関する事項が
当社の株主総会（ただし、当該組織再編等に関して当社の株主総会による承認を要さない場合に
おいては、当社の取締役会）で承認された場合には、当社の取締役会の決議により、譲渡制限期
間の開始日から当該組織再編等の承認の日までの期間を踏まえて合理的に定める数の本割当株式
について、当該組織再編等の効力発生日に先立ち、譲渡制限を解除する。また、当社は、上記に
規定する場合、譲渡制限が解除された直後の時点において、譲渡制限が解除されていない本割当
株式を当然に無償で取得する。
（５）その他の事項
本割当契約に関するその他の事項は、当社の取締役会において定めるものとする。

なお、本議案は、第１号議案「定款一部変更の件」の効力を生じた時をもって効力を生じるも
のといたします。
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第６号議案 監査等委員である取締役の報酬額決定の件
当社は第１号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、監査等委員会設置会社へ移

行いたします。つきましては、監査等委員である取締役の報酬等の額を、監査等委員である取締
役の職務と責任を考慮して、年額４千万円以内と定めることとさせていただきたく存じます。
当社は取締役会において取締役の報酬の決定方針を決定しており、その内容の概要は事業報告

12頁に記載のとおりです。本議案にかかる報酬等の額は当該方針に沿うものであり相当なもので
あると判断しております。
第１号議案「定款一部変更の件」および第３号議案「監査等委員である取締役４名選任の件」

が原案どおり承認可決されますと、監査等委員である取締役は４名となります。
本議案は、第１号議案「定款一部変更の件」の効力が生じた時をもって効力を生じるものとい

たします。

第７号議案 会計監査人選任の件
当社の会計監査人であるEY新日本有限責任監査法人は、本総会終結の時をもって任期満了によ

り退任されますので、監査役会の決定に基づき、新たに東陽監査法人を会計監査人に選任するこ
とにつき、ご承認をお願いするものであります。
なお、監査役会が東陽監査法人を会計監査人の候補者とした理由は、会計監査人としての独立

性及び専門性の有無等を総合的に勘案し、検討した結果、当社の会計監査が適正かつ妥当に行わ
れることを確保する体制を備えており、適任と判断したためであります。
会計監査人候補者は、次のとおりであります。
　 (2020年12月31日現在)
名称 東陽監査法人
主たる事務所
の所在地

東京都千代田区神田美土代町7番地
住友不動産神田ビル6F

沿革

1971年１月
1981年11月
2005年１月
2006年10月
2018年７月

監査法人日東監査事務所を設立
虎ノ門共同事務所との統合を機に、東陽監査法人に名称変更
監査法人西村会計事務所と合併
東都監査法人と合併
Crowe Globalへ加入

概要

代表社員 9名
社員 60名
公認会計士 230名
新試験合格者。会計士補 47名
その他の専門職員 28名
事務職員 26名
合計 400名

以 上
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〈メ モ 欄〉
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を採用しています。〒151-0051　東京都渋谷区千駄ヶ谷三丁目２番１号

株式会社フェイスネットワーク
TEL：03-6432-9937（代表）

東京メトロ 千代田線 
東京メトロ 副都心線 
ＪＲ線

Ｂ１出口より
徒歩約７分

７番出口より
徒歩約６分

明治神宮前〈原宿〉駅・
原宿駅

東京メトロ 銀座線
東京メトロ 半蔵門線
東京メトロ 副都心線
ＪＲ線
東急東横線
東急田園都市線
（お車でのご来場はご遠慮ください）

渋谷駅

2021年05月24日 21時17分 $FOLDER; 40ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



2021年６月４日 

株 主 各 位 

東京都渋谷区千駄ヶ谷三丁目２番１号 

株 式 会 社 フ ェ イ ス ネッ ト ワ ー ク 

代 表 取 締 役 社 長 蜂 谷 二 郎 

 

 

招集通知記載事項の一部訂正について 

 

 

 当社「第 20回定時株主総会招集ご通知」につきまして、一部に訂正すべき事項がございました

ので、お詫び申し上げますとともに、当社ウェブサイトへの掲載をもって下記のとおり訂正をさ

せていただきます。 

 

記 

 

【訂正箇所及び訂正内容】（訂正箇所は網掛を付しております。） 
 

「第 20回定時株主総会招集ご通知」25ページ 

 第１号議案 定款一部変更の件 

 「第７章 計算」の条文数 
 

（訂正前） 

  現 行 定 款   変  更  案 

第７章 計 算 第７章 計 算 
  

第 46条～第 48条（条文省略） 第 39条～第 41条（現行どおり） 

  

 

（訂正後） 

  現 行 定 款   変  更  案 

第７章 計 算 第７章 計 算 
  

第 46条～第 49条（条文省略） 第 39条～第 42条（現行どおり） 

  

 

 

以上  

 

 


